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平成 27年 4月 27日 

 

各   位 

会社名 日本ゼオン株式会社  

代表者名 取締役社長 田中 公章 

（ｺｰﾄﾞ番号 4205 東証 1部） 

問合せ先 取締役常務執行役員 南   忠幸 

（TEL．(03)3216-2747） 

 

内部統制システム整備に関する基本方針の改定に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、「内部統制システム整備に関する基本方針」を改

定することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせします。 

これは、「会社法の一部を改正する法律」（平成２６年法律第９０号）および「会社法施行規則等の

一部を改正する省令（平成２７年法務省令第６号）が平成２７年５月１日に施行されることに伴う改定

であります。 

 

記 

 

内部統制システム整備に関する取締役会決議 

平成 27年 4月 27日 

日本ゼオン株式会社取締役会 

（前文） 

 

当社取締役会は、現に社内に構築されている内部統制のプロセスを再確認する

とともに、不備があれば速やかにこれを補充することにより、更に優れた内部統制シ

ステムを確立するための「内部統制システム整備に関する基本方針」を以下のとおり

定めている。 

なお、この基本方針は現時点における、当社に期待される「内部統制システム整

備に関する基本方針」であり、当社取締役会は、法令改正やリスクの変化などの状

況の変化に応じて、これに関する不断の見直しを行うものとする。 
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内部統制システム整備に関する基本方針 

 

１． 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

① 取締役会は、業務執行の法令・定款への適合性を確保するため、監査役の出

席のもと、原則として毎月開催し、経営に係る取締役の職務執行の監督を行

う。 

② 取締役会は、外部的視点からの経営監視をその機能及び役割として期待し、

社外役員を招聘する。 

③ 取締役は、経営に関する重要な事項について、代表取締役、常務以上の役

付執行役員等をもって組織する常務会に付議する。常務会は出席常勤監査

役の意見を参考にし、十分な議論を行い審議・決定する。 

④ 取締役会は、コンプライアンス体制の基礎として、行動規範である「CSR 基本

方針」及び具体的な行動指針である「CSR行動指針」を定める。 

⑤ 取締役会は、反社会的勢力との関係を断絶することを CSR 行動指針に定め、

断固たる態度で反社会的勢力を排除する。 

⑥ 取締役は、適正な財務報告が、当社の株主・投資家・その他利害関係者から

の信頼性確保のために重要であるとの認識に立ち、財務報告の信頼性を確

保するために必要な体制を構築する。 

⑦ 監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に基づき、取締役会への出

席、子会社を含む業務状況の調査等を通じ、取締役の職務執行の監査を行う

とともに、当社のコンプライアンス体制及びその運用に問題があると認めるとき

は、意見を述べて改善策の策定を求める。 

 

２． 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役は、その担当職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。）を、

関連資料と併せてこれを少なくとも 10 年間保管するとともに、必要に応じて取

締役及び監査役が閲覧可能な状態を維持する。 

(1) 株主総会議事録 

(2) 取締役会議事録 

(3) 常務会議事録 

(4) 重要な会議体及び委員会の議事録 

② ①に定める文書の他、契約書、決裁書その他の文書については、文書の保有
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に関する規則に基づき適切に保存及び管理を行うものとする。 

 

３． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 取締役会は、「危機管理規程」を損失の危険の管理に関する統括的規程と位

置付け、また、個別の損失の危険に対応するために、諸規程を整備する。 

② 代表取締役を議長とする CSR会議を設置し、CSR会議のもとに次の 7つの委

員会を常設し、損失の危険の管理にあたる。 

(1) CSR基本政策委員会 

当社グループ全体の CSR 活動を活性化させるために設置し、CSR 活動の基

本政策を企画立案し、全社的に推進することを目的とする。 

(2) コンプライアンス委員会 

当社グループのコンプライアンスの徹底のために設置し、法令遵守の教育・

訓練計画を立案、推進することを目的とする。 

(3) 危機管理委員会 

当社グループの事業継続のリスク管理のために設置し、組織的に潜在リスク

を予防し、表面化したリスクを収拾する。また万一発生した危機に対して統制

の取れた対応を取ることによって損失を最小にとどめることを目的とする。 

潜在リスク情報を早期に収集して対処を容易にするために、社外弁護士を窓

口とする「コンプライアンス・HOTLINE」等の内部通報制度を整備する。 

危機管理委員会事務局は、危機管理委員会に報告されたリスク情報を全て

監査役に報告する。また、監査役は、いつでも必要に応じて危機管理委員

会に対してリスク情報の報告を求めることができる。 

(4) 広報委員会 

当社グループの理念・姿勢･活動等を社会全体及び各ステークホルダーに

正しく理解してもらうことによる企業知名度及びイメージの向上を図ること、並

びに当社グループの適時適切な情報開示を行うことを目的とする。 

(5) 品質保証委員会 

当社グループの品質管理、改善及び品質保証教育に関する活動計画立案、

並びにこれらを含めた品質保証に関する活動の実施状況のチェック、改善、

立案を目的とする。 

(6) PL委員会 

当社グループの PL予防及び PL教育に関する活動計画立案、並びに PL防

御に関する活動の実施状況のチェック、改善、立案を目的とする。 

(7) 環境安全委員会 

当社グループの年度環境安全方針案等の策定、これらの具体的実施事項

の進捗状況確認及び改善、全社環境安全活動の重要な施策の提案、法令
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等の改正への対応に関する基本方針の提案、並びに事故災害に関連した

全社への水平展開を目的とする。 

 

４． 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制 

① 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制の基

礎として、取締役会を原則毎月開催するほか、必要に応じて適時臨時に開催

する。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、代表取

締役、常務以上の役付執行役員等をもって構成される常務会を原則として月

２回開催し、これらの審議を経て業務執行の決定を行う。 

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、諸規程において、それぞれ

の責任者及びその権限、執行手続について定める。 

③ 取締役会は、執行役員を選任し、その責任と権限を明確にすることにより、業

務執行のスピードアップを図る。 

 

５． 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制 

① 子会社における業務の適正を確保するため、当社グループ全てに適用する

行動指針として、「CSR 行動指針」を定め、グループ企業各社が当該指針に

則った企業運営、コンプライアンスを徹底した企業活動を行うよう指導するとと

もに、各社における諸規程の整備を支援する。 

② 子会社の効率的な業務運営の確保と適切な監督により、その健全な成長を

支援することを目的として、当社グループ共通の「グループ企業管理規程」を

定め、当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要

に応じてモニタリングを行うものとする。 

③ CSR 会議のもとに常設される７つの委員会は、当社グル―プ全体の損失の危

険の管理にあたるものとし、子会社各社は各委員会の監督のもと、個別の損

失の危険に対応するための諸規程を整備する。また、子会社の役員及び従

業員は、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプ

ライアンス上問題があると認めた場合には、遅滞なく危機管理委員会に報告

する。 

④ 取締役会は、内部監査を担当する取締役の下に監査室を設置し、当社グル

ープ共通の内部監査基準に基づき、当社及び子会社の業務の適正を確保

するために必要な監査を行う。 

 

６． 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの

独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に
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関する体制 

① 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めたときは、会社は当

社の従業員から監査役補助者を任命するものとする。 

② ①の従業員の取締役からの独立性を確保するために、監査役は①の従業員

の人事について事前に報告を受け、必要な場合は会社に対して変更を申し

入れることができるものとする。また、当該従業員は当社の就業規則に服する

が、監査役補助業務に係る当該従業員への指揮命令権は監査役に属する。 

 

７． 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制、監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係

る方針に関する事項、その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保す

るための体制 

① 監査役は、取締役会、常務会その他の重要な会議に出席し、当社の業務執

行に関する報告を受けることができる。 

② 当社及び子会社の役員及び従業員は、当社グループの業務または業績に

影響を与える重要な事項がある場合は、監査役に直ちに報告する。前記に

関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、当社及び子会社の役員及び従

業員に対して報告を求めることができる。 

③ 取締役は、内部通報に関する規程を定め、その適切な運用を維持することに

より、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適切

な報告体制を確保する。当該規程には、通報をした従業員等が通報を理由

に不利益な取扱いを受けることがない旨を、その内容に含めるものとする。 

④ 監査役の職務の執行について生ずる費用に関しては、各監査役の請求に基

づき当社の負担により精算するものとする。 

⑤ 監査役は、自らの判断により、定期的に会計監査人より会計監査の結果を聴

取するとともに意見交換を行い、必要に応じて監査法人の監査に立会い、ま

た、監査業務を執行した公認会計士と協議の場を持つなどして、監査法人と

相互の連携を高める。 

 

  以上 

 


